
花輪祭の屋台行事

第3回地方法人課税に関する検討会
秋田県ヒアリング説明資料

平成30年８月29日

秋田県副知事 堀井 啓一

資料５

014685
長方形



目 次

１ 本県人口の推移と将来推計 ………  ２

２ 秋田の成長に向けた取組 ………  ３

３ 頻発する自然災害 ……… ７

４ 財政２基金の年度末残高の状況・推移 ……… ８

５ 県債残高の推移（一般会計） ……… ９

６ 人件費及び職員数の推移 ……… 10

７ 普通建設事業費の推移 ……… 11

８ 税源の偏在に対する認識 ……… 12

９ 都市と地方が支え合う

持続可能な社会の構築 ……… 13

1



１ 本県人口の推移と将来推計
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【2045年の秋田県】
総人口 601,649人（2015年比 △41.2％）
生産年齢人口 255,932人（ 同 △55.1％）
高齢化率 50.1％（全国１位）



２ 秋田の成長に向けた取組①
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１．航空機産業・自動車産業等の成長分野への展開

電子部品・デバイスに代表される本県の豊富な技術力を活かし、航空機産業や自動車産業等の成長分野
における新たな事業展開や拠点形成を進める。

【主な取組】
・国際認証取得による特殊工程導入や一貫工程での受注体制構築、サプライチェーン形成につながる設備投資への支援
・県内企業の電子部品関連技術を活用した自動車向け製品の更なる出荷増
・全国トップレベルの助成制度（設備投資支援、本社機能等移転に係る優遇、進出に係るイニシャルコストの軽減）

【これまでの成果】
・自動車関連産業や航空機関連産業における１次サプライヤーの進出
・国際認証取得等による基幹部品の受注体制整備

（JISQ9100：８社、Nadcap：３社）
・新たな航空機部材の製作に向けた大学及び大手重工との共同研究に着手
・従来よりも小型、高性能なモーターコイル生産工場の建設着手
・女性の雇用創出が期待される大規模情報サービス関連企業の立地
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２ 秋田の成長に向けた取組②
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２．新エネルギー産業の大規模展開

風力や地熱、バイオマスなどの資源の宝庫である
本県の強みを活かし、産業拠点形成を進める。

【主な取組】
・発電事業者や風車メーカーなどの関連企業と県内企業との
マッチング推進

・メンテナンス拠点等の誘致及び県内における技術者の育成
・洋上風力発電導入と送電網整備の推進

【これまでの成果】
・風力発電設備導入量が３年（2014～2016年度）連続全国１位
・2016年度の風力発電導入量は全国２位
・風車メンテナンス拠点となる事業所の立地
・秋田港及び能代港の洋上風力発電の進展

・県内の未利用間伐材チップ等を利用した東北最大級の木質
バイオマス発電事業のスタート

・国内20年ぶりの大規模地熱発電所の建設

都道府県別風力発電導入量（年度末総設備容量）
（2017年3月末現在）



２ 秋田の成長に向けた取組③
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３．米依存農業からの脱却

【主な取組】
・販売額１億円以上の大規模園芸団地（園芸メガ団地）
の整備促進による野菜・果樹・花き等の生産拡大とブラ
ンド化

・大区画ほ場整備、農地集積、産地づくりを一体で進める
「あきた型ほ場整備」

・県オリジナル品種の販売力強化
・県産農産物・加工食品の輸出拡大

【これまでの成果】
・園芸メガ団地等の大型園芸拠点が20団地に
・「えだまめ」の東京都中央卸売市場への出荷量日本一
の達成（平成27、28年度）

・「秋田紅あかり」（りんご）や「秋泉」（なし）などの県オリ
ジナル品種の生産拡大。輸出や贈答用として高評価

・都道府県別食料自給率（カロリーベース） 全国１位
（192％、平成28年度）

大規模経営体の育成、複合型生産構造への転
換、６次産業化の推進など、本県農業の基盤強化
を図る。

園芸メガ団地の実施地区



２ 秋田の成長に向けた取組④
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４．未来を担う人づくり

【主な取組】
・小中学校における少人数学習の推進による、きめ細かな指導の充実
・国際教養大学におけるグローバル人材の育成

（すべて英語による少人数授業、１年間の海外留学義務付け）
・県立大学における地域に貢献する人材の育成

（「あきた地域学課程」の導入、ジョブシャドウイング(職場観察型インターンシップ)の実施）
・秋田の教育力・教育資産を活かした教育留学の受入

【これまでの成果】
・全国学習状況調査における全国トップレベルの成績（H19年の調査開始以来、連続して全国トップレベルの学力を維持）
・国際教養大学の高い評価

有名企業400社への就職率が高い大学トップ２００（大学通信） ５位（H29年卒）
THE世界大学ランキング日本版2018（英国教育専門誌「タイムズ・ハイヤー・エデュケーション」）

総合ランキング 12位（公立大学では１位）
教育充実度ランキング １位
国際性ランキング １位

・全国上位の英検取得者の割合
高校３年生（準２級以上） 29.4％（全国１位）、中学３年生（３級以上） 39.2％（全国２位）

・教育留学による児童生徒の受入拡大（H28年度 51人、H29年度 103人）

小・中学校における全国トップレベルの学力を土台に、秋田を支え世界で活躍する人材を育成する。



３ 頻発する自然災害

昨年来、大雨被害に繰り返し見舞われ、その対応に多額の財政出動を余儀なくされている。
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発生時期 平成29年7月22日 平成29年8月24日 平成30年5月18日

人的被害 なし なし なし

建物被害 ３，０７１棟 １８９棟 ７６４棟

うち住家 ２，２２２棟 ９７棟 ６４１棟

土木施設被害 １９３億円 ３４億円 ５７億円

うち河川・砂防 １５３億円 ３１億円 ４０億円

うち道路 ３８億円 ３億円 １７億円

農林水産被害 ９１億円 ８億円 １８億円

うち農作物 １５億円 ２億円 １億円

うち農地・農業用施設 ５２億円 ４億円 １３億円

うち林地・林道等 ２１億円 ２億円 ４億円
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４ 財政２基金の年度末残高の状況・推移

※H29までは決算額、H30は当初予算ベースの見込額
なお、表示単位未満を四捨五入しているため、計が一致しない場合がある。

※減債基金には、満期一括償還債の償還のための積立を含んでいる。

・ 公債費の高止まりや社会保障関係経費の増に加え、災害復旧や減災・防災対策、地方創生の推進

などの財政需要に対応するため、財政２基金（財政調整基金、減債基金）の残高が減少してきている。

・ 財政の将来見通しにおいても、人口減少による税収や地方交付税への影響等により毎年度の収支不

足は拡大していくと見込まれており、このままでは基金の枯渇が懸念される。
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10,874 10,851 10,622 10,417 10,334 10,221 10,133 9,912 9,609 9,294 9,020 8,707 8,466 8,267 8,097 7,928 7,804 
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128

５ 県債残高の推移（一般会計）

億円

※H29までは決算額、H30は当初予算ベースの見込額(H29年度からの繰越分を含まず)。
※満期一括償還債に係る償還額見合いの減債基金積立金は、県債残高から控除していない。
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・行財政改革による投資事業の抑制等を通じ、H15年度以降、臨時財政対策債を除いた県債残高は
減少してきているものの、臨時財政対策債の残高が累増しており、県債残高全体の減少を阻害
している。

・臨時財政対策債の増加が公債費の高止まりの要因となっている。

年度



６ 人件費及び職員数の推移

※人件費（退職手当を除く）は、普通会計決算額。職員数は、職員給与実態調査（県人事委員会）による。

・ 行財政改革による職員数の縮減等に伴い、人件費は年々減少。

・ H19年11月から22年３月まで、給与の臨時的な抑制措置を実施（削減効果額 約84億円）。

・ H24年11月から26年３月まで、「緊急的な経済・雇用対策」の財源として活用するため、給与

の臨時的な抑制措置を実施（削減効果額 約27億円）。

・ 加えて、H25年７月から26年３月まで、国要請による給与減額措置を実施(削減効果額 約15億円)。

10

17,918 17,733 17,589 17,300
17,114

16,825
16,545 16,448 16,182 15,701 15,491 15,113 14,634 14,467

14,416 14,244 14,048 13,906 13,725

1,653 1,643 1,647 
1,625 

1,581 1,562 
1,543 

1,497 

1,456 

1,395 
1,355 1,361 1,349 

1,313 

1,263 
1,297 

1,280 1,262 1,254

1,100

1,200

1,300

1,400

1,500

1,600

1,700

0

5,000

10,000

15,000

20,000

H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

警察本部職員数

教育委員会職員数

知事部局等職員数

人件費(退職手当を除く)

億円

人

年度



７ 普通建設事業費の推移

432 533 592 
853 956 1,036 
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※普通会計決算額。
表示単位未満を四捨五入しているため、計が一致しない場合がある。

・ 行政改革大綱の策定（平成１１年３月）以降、「選択と集中」や「費用対効果」の観点から、投資事業

の重点化を図り、県債発行額を抑制してきた。

・ しかし、減災・防災対策やインフラの長寿命化への要請の高まりから、これ以上の抑制は困難。
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８ 税源の偏在に対する認識

【何に対して税源は偏在しているのか】
財政需要に対する収入の割合は、都道府県間で
大きな較差がある

◇基準財政需要額に対する基準財政収入額の割合
（平成30年度交付税算定）

最 大 115.6％（東京都）
最 少 24.4％（島根県）

※ 秋田県 29.1％

【東京都と本県の較差】 (平成30年度普通交付税算定)

基準財政需要額 6.6倍

基準財政収入額 26.4倍

(参考)
平成27年国勢調査人口 13.2倍
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基準財政収入額／基準財政需要額

平均 57.3%

(H30普通交付税算定)

うち個人住民税所得割 35.1倍

うち地方消費税 13.9倍

うち法人住民税法人税割 104.5倍

うち法人事業税 58.1倍

うち地方法人特別譲与税 16.9倍
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９ 都市と地方が支え合う持続可能な社会の構築

【地方による社会全体への貢献】
・人材の育成（教育）、都市部への人材供給
・食料生産（自給率の向上）
・エネルギー生産供給
・自然環境の保全（温暖化対策等） など

・我が国全体が人口減少社会に突入した状況において、都市と地方がお互いに支え合いながら
それぞれ役割を果たしていくことが必要。

・人口や大企業などが都市部に偏在している実態、地方において人口減少が顕著である状況な
どを踏まえるならば、著しい税源の偏在を是正する措置を講ずることは、都市においても有益な
ことであり、我が国の持続的な発展に寄与するもの。

・特に、税源の偏在が著しい地方法人課税については、譲与税化や交付税原資化の手法も含め
て、相当規模の偏在是正措置を講じるべき。
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【地方創生等の取組の強化】
・地域産業の振興

企業立地促進（3,229百万円）
大規模園芸拠点等育成（1,401百万円）

・少子化対策
保育料等助成（1,091百万円）
医療費助成（1,113百万円）
不妊治療支援（101百万円）

・若者の県内定着・回帰
移住支援体制構築（132百万円）
奨学金返還助成（64百万円）

・人材の育成
少人数学習の推進（735百万円）
公立大学の運営（5,087百万円）

※（ ）内は平成30年度当初予算

【人口減少による地方存続の危機】
2045年の秋田県（国立社会保障・人口問題研究所の推計）

・人口減少の加速化
人口 60.2万人（2015年比 △41.2％）

・高齢化の進行
高齢化率 50.1％

・労働力不足による地域経済停滞のおそれ
秋田市を除く24市町村で生産年齢人口が
2015年比で半分以下に（男鹿市：△79.1％）
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